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貸  　借  　対  　照  　表

（単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

71,478 166,963

現 金 及 び 預 金 17 16,225

売 掛 金 23,333 113,107

受 取 手 形 0 -

契 約 資 産 6,055 18,043

未 収 入 金 33,874 4,839

前 払 費 用 7,117 1,935

そ の 他 1,079 -

貸 倒 引 当 金 △0 9,504

568

固　定　資　産 299,199 1,134

57,533 496

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 設 備 13,995 419

建 物 28,955 72

構 築 物 285 616

工具、器具及び備品 12,053 固　定　負　債 70,391

建 設 仮 勘 定 1,321 66,181

そ の 他 920 3,447

192,900 763

ソ フ ト ウ ェ ア 159,258

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘定 33,214 237,355

そ の 他 427

48,766 133,142

投 資 有 価 証 券 550 20,000

関 係 会 社 株 式 10,080 22,130

敷 金 及 び 保 証 金 3,434 91,012

前 払 年 金 費 用 7,292 5,000

繰 延 税 金 資 産 24,097 86,012

そ の 他 3,311 オープンイノベーション
促 進 税 制 積 立 金 83

貸 倒 引 当 金 △0 繰越利益剰余金 85,928

180

△61

241

133,322

370,677 370,677

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

負　　　債　　　の　　　部

科　　　　　目 科　　　　　目

流　動　資　産

一年以内返済予定の長期借入金

未 払 消 費 税 等

流　動　負　債

資　　産　　合　　計

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

負債及び純資産合計

利 益 準 備 金

純　資　産　合　計

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本

（2023年3月31日現在）

短 期 借 入 金

資　　　産　　　の　　　部

その他有価証券評価差額金

買 掛 金

そ の 他

その他利益剰余金

契 約 損 失 引 当 金

製 品 保 証 等 引 当 金

預 り 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

契 約 負 債

資 本 剰 余 金

資 本 金

そ の 他

未 払 金

純　　　資　　　産　　　の　　　部

受 注 損 失 引 当 金

事業撤退損失引当金

負　　債　　合　　計
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（単位：百万円）

247,109

192,625

54,484

38,016

16,468

1,242

1,512

187 2,942

288

1,751

137 2,178

17,232

296

7,390 7,687

9,544

3,610

△1,076 2,534

7,010

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

固 定 資 産 除 却 損

売 上 総 利 益

科　　　　　　　　　　目

減 損 損 失

金　　　　　　　　　　額

建 物 貸 付 費 用

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他

経 常 利 益

損　　益　　計　　算　　書
（2022年4月1日から2023年3月31日まで）

支 払 利 息

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金

建 物 貸 付 収 入

そ の 他

特 別 損 失
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（単位：百万円）

繰越利益
剰余金

オープンイノ
ベーション促進
税制積立金

20,000 － 4,729 72,627 83 97,440 △ 7 104 97,537

合 併 に よ る 増 加 － 22,130 － 12,700 － 34,830 － － 34,830

利 益 準 備 金 の 積 立 － － 270 △ 270 － － － － －

剰 余 金 の 配 当 － － － △ 6,139 － △ 6,139 － － △ 6,139

当 期 純 利 益 － － － 7,010 － 7,010 － － 7,010

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） － － － － － － △ 53 137 83

当 期 変 動 額 合 計 － 22,130 270 13,301 － 35,702 △ 53 137 35,785

20,000 22,130 5,000 85,928 83 133,142 △ 61 241 133,322

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 末 残 高

資本剰余金

当 期 変 動 額

その他
利益剰余金

繰延ヘッジ
損益

利益剰余金

純資産
合計

資本金
その他有価証券
評価差額金

株主資本等変動計算書
（2022年4月1日から2023年3月31日まで）

項目

株主資本

株主資本
合計

利益準備金

当 期 首 残 高

評価・換算差額等
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【重要な会計方針に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております)

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法によっております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

　定額法を採用しております。

（２）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（7年以内）に基づく定

額法によっております。一部サービス提供目的のソフトウェアについては見込販売収益に

基づく償却額を計上しております。また、市場販売目的のソフトウェアについては、見

込販売期間（3年以内）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存販売期間

に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上しております。

個　　別　　注　　記　　表
（2022年4月1日から2023年3月31日まで）
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３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額

を計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収の可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

（２）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法

　については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法

　　数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数によ

　る定額法により、翌期から費用処理することとしております。

　　過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定

　額法により、費用処理しております。

③追加費用の処理方法

　　厚生年金保険法等の定めにより、逓信省（電気通信事業に従事）、電気通信省、電電

　公社及び日本電信電話株式会社に勤務し1956年7月以降に退職した者の1956年6月以前の

　勤務期間に係る旧国家公務員等共済組合法に基づく年金給付に要する費用に関連し、日

　本国政府が毎期賦課方式により決定する拠出金のうち当社に帰属する金額を、NTT企業

　年金基金特例経理に対し支出しております。当該費用について、給付見込額を算定し

　「退職給付引当金」に含めて計上しております。

　　数理計算上の差異については、発生時の対象者の平均残余支給期間に基づく年数によ

　る定額法により、翌期から費用処理することとしております。

（３）製品保証等引当金

　ソフトウェア製品の引渡後の無償補修費用等に充てるため、保証期間内の補修費用見込

額を過去の実績等を基礎として計上しております。

（４）受注損失引当金

　当期末における受注案件に係る将来損失に備えるため、損失が発生すると見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌期以降の損失見込額を

受注損失引当金として計上しております。

（５）契約損失引当金

　将来の契約履行に伴い発生する可能性のある損失に備えるため、損失の見込み額を計上

しております。

（６）事業撤退損失引当金

　事業撤退に伴い発生する将来損失に備えるため、翌期にサービス提供終了を予定してお

り、新サービスへの移行等に関わる費用を当社が負担すると見込まれ、かつ、当該損失額

を合理的に見積もることが可能なものについて、損失見込額を事業撤退損失引当金として

計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

当社が提供する主な財又はサービスの内容については、次の通りです。

（１）システムサービス事業

　顧客業務支援の各種システムの開発を行い、原則、ソフトウェア・ハードウェアを当社が保有

し、その保守・運用を一体のサービスとして提供しています。当社が顧客からの案件の受注に応

じて設備投資を行い資産として保有し、当社が提供する毎月、同一のサービスを顧客が利用する

ことにより、財又はサービスが移転される取引であることから、契約期間に応じて主に定額で収

益を認識しています。　

（２）ソフトウェア開発事業

　ソフトウェアの開発を行い、そのソフトウェアを顧客に納入しています。ソフトウェア開発の

進捗にしたがって、開発資産に対する支配が顧客に移転するため、工事の進捗度に応じて、工事

期間にわたり収益を認識しています。

（３）フィールドサービス事業

　納入したソフトウェア等の保守・運用及びそれに附帯する業務を行っています。当社が提供す

るサービスを顧客が利用することにより、財又はサービスが移転される取引であることから、顧

客がサービスを利用した時点で収益を認識しています。

（４）アウトソーシングサービス事業

　顧客業務支援の各種システムの開発を行い、原則、ソフトウェア・ハードウェアを当社が保有

し、更改計画及び技術検討、提供、保守・運用を一体のサービスとして顧客に提供しています。

当社が顧客からの案件の受注に応じて設備投資を行い資産として保有し、当社が提供する毎月、

同一のサービスを顧客が利用することにより、財又はサービスが移転される取引であることから、

契約期間に応じて主に定額で収益を認識しています。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）グループ通算制度の適用

　グループ通算制度を適用しています。

（２）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジによっております。
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【会計上の見積りに関する注記】

　会計上の見積りは、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており

ます。当事業年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の

財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクが有る項目は以下のとおりです。

１．企画型ソフトウェアの資産計上額の妥当性

（１）当事業年度の貸借対照表に計上した金額

　貸借対照表に計上されているソフトウェア159,258百万円のうち、企画型ソフトウェアは

44,594百万円です。

（２）会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

　企画型ソフトウェアは、自社利用ソフトウェアの一部であり、見込利用可能期間（7年

以内）に基づく定額法で減価償却費を計上しております。

　企画型ソフトウェアについては、個別に固定資産のグルーピングを行っており、減損の

兆候があると認められる場合には、当該企画型ソフトウェアから得られる割引前将来キ

ャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判

定する必要があります。減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額は減損損失として認識しております。

　上記の割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおいては、企画型ソフトウェアの販売

施策に基づく受注予測や、見込顧客からの受注予測が反映されており、仮定の見直しが必

要となった場合には、翌事業年度において減損が発生する可能性があります。

【貸借対照表に関する注記】

１．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額　　　 136,591百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務　　　

短期金銭債権      　  　9,064百万円

短期金銭債務 114,351百万円

長期金銭債務 　  150百万円

－7－



【損益計算書に関する注記】

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高　　  56,582百万円

仕入高　   8,733百万円

営業取引以外の取引高   8,351百万円

２．減損損失

当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（１）減損損失を認識した資産

（２）減損損失の認識に至った経緯

　サービス提供型商品のソフトウェア、工具、器具及び備品の一部につきまして、当初想

定していた収益を見込めなくなったことから、減損損失を認識しております。

　また、貸付目的の建物及び構築物の一部につきましても、将来キャッシュフローによっ

て帳簿価額を全額回収できる可能性が低いと判断した外部賃貸部分について、当該資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しており

ます。

（３）減損損失の金額

建物 　733百万円

構築物 　　1百万円

工具、器具及び備品    32百万円

ソフトウェア 6,622百万円

（４）資産のグルーピング

　資産のグルーピングは、事業用資産については、主としてサービス提供の単位を最小の

単位としております。

　また、貸付目的建物の外部賃貸部分については、建物ごとに区分された外部賃貸部分を

最小の単位としております。

（５）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は使用価値により測定し、割引率は5.67%としております。将来キャッシュ

フローに基づく使用価値がマイナスであるものについては、回収可能価額を零として評価

しております。

種類

ソフトウェア、工具、器具及び備品

建物、構築物

東京都港区、品川区、
千葉県千葉市美浜区、
大阪府大阪市港区

北海道札幌市中央区

場所

事業用資産

貸付目的建物の外部賃貸部分

用途
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【株主資本等変動計算書に関する注記】　　

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2023年6月16日開催の定時株主総会において、次の議案を付議する予定であります。

【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産　　　　　　　　　　　　

退職給付引当金 20,153百万円　

減価償却費 3,993百万円　

その他　　 4,765百万円　

繰延税金資産　小計　　　　 28,912百万円　

評価性引当額　　 △2,160百万円　

繰延税金資産　合計　 26,752百万円　

繰延税金負債　　

前払年金費用 △2,233百万円　

その他 △421百万円　

繰延税金負債　合計　　　　　　 △2,654百万円　

繰延税金資産の純額　　 24,097百万円　

2．グループ通算制度を適用する場合の会計処理について

　当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。

これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理については、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　

2021年8月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っております。

また、実務対応報告第42号第32項（１）に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計

方針の変更による影響はないものとみなしております。

配当の
原資

効力発生日

17,526.00
2023年
3月31日

当期減少株式数

配当金の
総額

（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

－

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数

2022年6月17日
定時株主総会

400,000

基準日

基準日 効力発生日

2022年
6月20日

－

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

　発行済株式
　普通株式

400,000

決　　議

当期末株式数

普通株式 6,139 15,348.00
2022年
3月31日

2023年
6月19日

決　　議 株式の種類

2023年6月16日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 7,010
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【資産除去債務に関する注記】

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１）当該資産除去債務の概要

　　　オフィスの一部について、不動産賃貸借契約を締結しており、賃借期間終了による原状回復義

　　務に関し資産除去債務を計上しております。また、一部の建物に使用されている吹付け石綿を除

　　去する義務、石綿を含有する建材を除去する義務に関しても資産除去債務を計上しております。

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務は、使用見込期間を取得から16年～21年と

　　見積り、割引率は0.2％～0.8％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

　　　建物に使用されている吹付け石綿を除去する義務、石綿を含有する建材を除去する義務は、法

　　令の施行日から使用見込期間に応じて24～27年と見積り、割引率は0.0％～2.2％を使用して資産

　　除去債務の金額を計算しております。

（３）当期における当該資産除去債務の総額の増減

　　　期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,511百万円　

　　　統合に伴う増加額　　　　　　 　  334百万円　

　　　時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　 　27百万円　

　　　資産除去債務の履行による減少額　　　　　    　 425百万円　

　　　期末残高　　　　　　　　　　　　　　   　　 3,447百万円　

２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

　　建築材料に石綿を使用した建物を所有し、当該建物の解体時において、法令の定める方法により

　石綿を適切に除去する債務を有していますが、吹付け石綿や、工事においてその存在が確認された

　一部の建物における石綿を含有する建材を除いて、石綿の含有を見積もることが難しいことから、

　資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を

　計上しておりません。
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【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
　 資金調達については、キャッシュ・マネジメント・システム（以下「CMS」という。）により
 グループ内金融子会社から調達を行っております。
 　また、余剰資金についてはCMSにより親会社もしくはグループ内金融子会社に預けており、投
 機的運用はありません。
（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　 売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管理取扱要領に沿ってリスク低減を図っております。
　 営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが1年以内の支払期日です。
　 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資
 に係る資金調達です。

２．金融商品の時価等に関する事項

  2023年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません。
　また、現金は注記を省略しており、預金、未収入金、買掛金、短期借入金、未払金、未払法人
税等、預り金は、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し
ております。

（単位：百万円）

（注）金融商品の時価の算定方法

売掛金
　　一定の期間ごとに区分し、国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。

売掛金

貸借対照表計上額 時価 差額

△123,33223,333
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【賃貸等不動産に関する注記】

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

 東京都その他の地域において賃貸しているオフィスビルを有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当期末の時価は、主として「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額であり
　　　ます。

【関連当事者との取引に関する注記】　　

１．親会社及び法人主要株主等
（単位：百万円）（単位：百万円）

役員の
兼務等

事業上
の関係

 （注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

 （注２）取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

 （注３）資金の預入、及び借入については、CMSにかかるものであり、取引金額には年間取引の当

       期における平均残高を記載しております。

 （注４）利息の受入、及び支払については、CMSおよび長期借入にかかるものであり、借入金利は

     　市場金利を勘案して合理的に決定しております。

貸借対照表計上額 時価

2,364 1,704

種類 会社等の名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合

関係内容

取引の内容
（注１）

取引金額
（注２）

科目

－

被所有
直接 33.4%
間接 66.6%

－
持株
会社

2,275 －

期末残高
（注２）

187

売掛金
契約資産

46,358
売掛金

契約資産
7,601

41

－

賃借料

連結納税に伴う
納税資金の精算 2,091

ソフトウェア
開発等売上

日本電信電話
(株)

預入・
借入先

・
主要

取引先

1名

266
895

未払金

113,107

利息の支払
（注４） 4 － －

ＣＭＳ取引
資金の預入
（注３）

3 預け金 －

利息の受入
（注４）

被所有
直接 66.6%

(株)NTTﾄﾞｺﾓ

親会社

ＣＭＳ取引
資金の借入
（注３）

3,464 短期借入金

0 －

ソフトウェア
開発等売上 9,545
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２．子会社及び関連会社等
（単位：百万円）（単位：百万円）

役員の
兼務等

事業上
の関係

1名
主要

委託先

2名
主要

委託先

 （注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

 （注２）取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

３．兄弟会社等
（単位：百万円）（単位：百万円）

役員の
兼務等

事業上
の関係

－
主要

取引先

－
主要

取引先

－
主要

取引先

 （注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

 （注２）資金の預入、及び借入については、CMSにかかるものであり、取引金額には年間取引の当

       期における平均残高を記載しております。

 （注３）利息の受入、及び支払については、CMSおよび長期借入にかかるものであり、借入金利は

     　市場金利を勘案して合理的に決定しております。

 （注４）取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

親会社の
子会社

NTTﾌｧｲﾅﾝｽ(株) － －

預入・
借入先

・
主要

取引先

会社等の名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ(株）

所有
直接100%

種類

未収入金

取引金額
（注２）

取引の内容
（注１）

1

科目
期末残高
（注２）

関係内容

関連会社 NTT印刷(株）
所有

直接39.3%
物件の貸付 235

物件の貸付 287

未収入金

子会社

739
465

37

種類 会社等の名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合

関係内容
取引の内容
（注１）

取引金額
（注４）

科目
期末残高
（注４）

－
ソフトウェア
開発等売上 47,927

売掛金
契約資産

442
246

－
ソフトウェア
開発等売上 17,184

売掛金
契約資産

親会社の
子会社

東日本
電信電話(株)

－
ソフトウェア
開発等売上 52,993

売掛金
契約資産

4,671
589

親会社の
子会社

西日本
電信電話(株)

預け金 35

ソフトウェア
開発等売上 9,509

売掛金
契約資産

親会社の
子会社

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ(株)

776
2,244

ＣＭＳ取引
資金の預入
（注２）

24

資金決済取引 159,439 未収入金 32,126

ＣＭＳ取引
資金の借入
（注２）

12,095 短期借入金 －

利息の支払
（注３） 269 － －

利息の受入
（注３） 0 － －
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【１株当たり情報に関する注記】

1株当たり純資産額　　　　　333,305円80銭

　　　　1株当たり当期純利益 17,526円08銭

【重要な後発事象に関する注記】

（親会社の子会社に対する事業譲渡）
　当社は、2023年4月25日開催の取締役会において、2023年7月1日を効力発生日として、当社親会
社である株式会社NTTドコモの子会社であるエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
へ、当社エンタープライズビジネス事業本部において営む法人顧客（日本電信電話株式会社及
びその子会社並びに関連会社を 除く）向けに提供する情報通信システム及びこれに関わるソフト
ウェアの開発、販売、賃貸、運用、保守にかかる事業 を統合することを決議しました。

（１）譲渡の目的
　当社の所管する法人ビジネス事業をエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社へ統合
し、一元的な 営業体制整備、機動的なマネジメントによる  ビジネス拡大 を図り、その成果をお客
さまへ提供していくため。
（２）合併の方式
　当社を分割会社とし、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社を吸収分割承継会社
とする吸収分割です。
（３）その他
　・本件合併については、共通支配下の取引として会計処理を行う予定です。
　・譲り渡す資産・負債の額については、現時点では確定しておりません。
　・当社が保有するコムウェア・ファイナンシャル・システムズ株式会社の全株式を譲渡するた
　　め、コムウェア・ファイナンシャル・システムズ株式会社は、上記合併の発効とともにエヌ・
　　ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社の子会社となります。

本個別注記表の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

附属明細書（計算書類関係）
1.有形固定資産及び無形固定資産の明細

2.引当金の明細

3.販売費及び一般管理費の明細
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